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資料２ 

  

令和２年８月 26 日 

 

特定業種退職金共済制度における 

退職金額に係る予定運用利回りの見直し等について（案） 

 

労働政策審議会勤労者生活分科会 

中小企業退職金共済部会 

  

 

中小企業退職金共済法（昭和 34 年法律第 160 号）第 85 条において検討す

ることとされている、建設業退職金共済制度、清酒製造業退職金共済制度及び

林業退職金共済制度の退職金額に係る予定運用利回りの見直しについて、労

働政策審議会勤労者生活分科会中小企業退職金共済部会において検討を行っ

た結果は、下記のとおりである。 

 

記 

 

１．建設業退職金共済制度 

 

(１) 建設業退職金共済制度の累積剰余金は、前回の財政検証時（平成 26

年）には約 868 億円あったが、令和元年度における新型コロナウイル

ス感染症拡大に端を発する金融市場の大幅な変動等により、令和元年

度末には約 630 億円と減少し、今後もより一層減少することが見込ま

れている。 

 

(２) その一方で、建設業業界では建設労働者の処遇改善を図っているこ

とや民間工事での建退共制度の普及と建退共制度の適正履行の実現に

向けた具体的な取組を進める中で、建退共制度の魅力を維持し、退職

金の水準を確保する必要がある。 

 

(３) 以上の点を踏まえ、建退共制度の魅力を維持しながら、できるだけ制

度の安定的な運営を図るべく、予定運用利回りを現行の 3.0％から

1.3％に引き下げることが適当である。その際、制度の魅力を損なわな

いように掛金日額を 10 円引き上げて 320 円とすることが適当である。 
 

※ 掛金日額の引上げを行うには、独立行政法人勤労者退職金共済機構の理事長が、

運営委員会の議を経た上で掛金日額を定めている特定業種退職金共済規程を変

更し、当該変更について厚生労働大臣の認可を受ける必要がある。 
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(４)  予定運用利回りの引下げは、現行証紙の全面的交換や新しい予定運

用利回りに対応するためのシステム改修の準備期間を見込み、令和３

年 10月を目途に実施することが適当である。 

    

２．清酒製造業退職金共済制度 

 

(１) 清酒製造業退職金共済制度（以下「清退共」という。）の累積剰余金

は、前回の財政検証時の水準（約 24億円）と比較して約 25億円に増

加している。今後、累積剰余金は減少していく見込みであるが、引き

続き責任準備金を大きく上回ることから、制度の当面の運営に支障は

生じないと考えられる。 

  

(２)  以上の点を踏まえ、予定運用利回り（現行 2.3％）の見直しは行わ

ないことが適当である。 

 

(３) なお、清退共の資産規模は小さく、一般の中小企業退職金共済制度

（以下「一般中退」という。）と比べると、資産運用にかかるコストが

高く、資産運用の効率性も低いという課題があるため、資産運用方法

の見直しを行い、委託運用の部分について一般中退との合同運用とし

たことは適当である。 

 

３．林業退職金共済制度 

 

(１) 林業退職金共済制度（以下「林退共」という。）の累積欠損金は、前

回の財政検証時の水準（約 10 億円）と比較して約７億円まで改善し

た。しかし、累積欠損金解消計画（平成 17 年 10 月 1 日 独立行政法

人勤労者退職金共済機構林業退職金共済事業本部）の解消年限である

令和４年度末までには、累積欠損金は解消されない見込み。 

 

(２) 以上の点を踏まえ、林退共においては、以下の改善策により、できる

だけ早期に累積欠損金を解消し、もって制度の安定的運営を図ること

が適当である。 

 

① 予定運用利回りを現行の 0.5％から 0.1％に引き下げること。 

 

② 独立行政法人勤労者退職金共済機構の林退共本部における経費及

び支部への業務委託費について、それぞれ当分の間、毎年度 500 万

円程度削減すること。 



3 

 

 

③ 運用収入の増加を図るため、資産運用方法の見直しを行い、運用

資産に占める委託運用を１億円程度増加させたこと。 

 

(３) 予定運用利回りの引下げは、現行証紙の全面的交換や新しい予定運

用利回りに対応するためのシステム改修の準備期間を見込み、令和３

年 10月を目途に実施することが適当である。 

 

４．その他 

 

(１) 特定業種における経営をとりまく環境の変化及び雇用のあり方の変

化がみられる中で、特定業種退職金共済制度の趣旨を踏まえつつ、安

定的に持続させていくために、今後の制度のあり方について検討を行

うことが適当である。 

 

(２) なお、今後、金融情勢の急激な変化により大幅な利益又は損失が発生

した場合には、必要に応じ、再度検討することが適当である。 

 

 

以   上    

 


